ＵＩターンしまね産業体験事業助成金交付要綱
（目　的）
第１条　この要綱は、島根県へのＵＩターン等を促進する目的で、公益財団法人ふるさと島根定住財団（以下「財団」という。）が、ＵＩターンしまね産業体験事業として実施する助成金の支給等について、必要な事項を定めるものとする。
（助成金の種類）
第２条　本事業における助成金の種類は、次のとおりとする。
　(1) 産業体験者助成金
　(2) 親子連れ産業体験助成金
　(3) 産業体験受入先助成金
（支給対象）
第３条　助成金の支給対象は、次のとおりとする。
(1) 産業体験者助成金は、県外に在住する者（県内で地域おこし協力隊として活動し終了後も引き続
き県内に在住する者及び県外から県内の大学等に進学し卒業後も引き続き県内に在住する者を含む。）が県内で農林水産業や伝統工芸、介護分野等の産業体験を行う場合に、産業体験を行う本人（以下「体験者」という。）に対して支給する。ただし、体験者を受け入れる者（以下「受入者」という。）や市町村等がこの助成金を立て替えて体験者に支給する場合又は受入者が体験者と雇用契約を結び、助成金を賃金の一部として支給する場合には、受入者や市町村等に対する支給もできることとする。
　(2) 親子連れ産業体験助成金は、中学生以下の子どもを同伴して体験を行う場合に、体験者に対して
支給する。
　(3) 産業体験受入先助成金は、受入者が体験者に対して計画的に指導を行う場合に、受入者に対して支給する。
（産業体験の期間）
第４条　体験期間は、次のとおりとする。
　(1) 伝統工芸を除く体験期間は３か月以上１年以内とする。ただし、特に考慮すべき事由がある場合
は、最長１年間を限度に体験期間を延長する場合がある。
　(2) 伝統工芸の体験期間は、３か月以上２年以内とする。
（支給額及び支給期間）
第５条　助成金の支給額は、次のとおりとする。
　(1) 産業体験者助成金は、１か月あたり120,000円（体験期間が1年を超える場合には、その超える期間につき1か月あたり60,000円）とする。
ただし、以下のいずれかに該当する者は１か月あたり60,000円とする。
　　　ア 県内に居住している父母又は祖父母と同居し体験を行う者
　　　イ 二親等以内の親族が受入者となる者
なお、介護分野での体験の場合は、介護職員初任者研修受講のために要する経費を上限72,000円まで支給する。
　(2) 親子連れ産業体験助成金は、前号に加え１か月１世帯あたり30,000円とする。
　(3) 産業体験受入先助成金は、体験者１人につき１か月あたり30,000円とする。ただし、上限を３人
分までとする。
２　助成金の支給期間は、前条に規定する体験期間と同一とする。
（助成の申込）
第６条　産業体験者助成金（親子連れ産業体験助成金を含む。）を希望する者は、ＵＩターンしまね産業体験事業計画書（兼助成申込書）（様式第１号）及び産業体験指導計画書（様式第１号の２）、体験者及び受入者合意書（様式第１号の３）を財団理事長あてに提出しなければならない。
２　ＵＩターンしまね産業体験事業計画書（兼助成申込書）と体験者及び受入者合意書は、体験者及び受入者の両者で記入し、産業体験指導計画書は、受入者が記入する。
３　第３条第１号の規定に基づき、受入者や市町村等が産業体験者助成金の支給を受けようとする場合は、助成金を体験者以外が受領する場合の理由書（様式第２号）を併せて提出しなければならない。
（助成該当非該当等の決定）
第７条　財団理事長は、提出されたＵＩターンしまね産業体験事業計画書（兼助成申込書）及び産業体験指導計画書の内容を審査して助成の適否を決定し、その結果について助成決定書（産業体験者助成金は様式第３号、親子連れ産業体験助成金は様式第３号の２、産業体験受入先助成金は様式第３号の３）又は助成非該当書（産業体験者助成金は様式第４号、親子連れ産業体験助成金は様式第４号の２、産業体験受入先助成金は様式第４号の３）により申込者に通知するものとする。
（助成金給付申請）
第８条　産業体験者助成金（親子連れ産業体験助成金を含む。）の助成が決定となった体験者は、体験開始後、３か月ごと及び体験終了時にそれまでの体験実績に基づいて、助成金給付申請書（様式第５号）及び産業体験実施内容報告書（様式第５号別紙）を財団理事長あてに提出しなければならない。
２　産業体験受入先助成金が決定となった受入者は、体験開始後、３か月ごと及び体験終了時にそれまでの指導実績に基づいて、助成金給付申請書（様式第５号の２）を財団理事長あてに提出しなければならない。
（給　付）
第９条　財団理事長は、前条の給付申請の内容を確認した後、給付通知書（産業体験者助成金は様式第６号、親子連れ産業体験助成金は様式第６号の２、産業体験受入先助成金は様式第６号の３）を交付し、助成金を給付する。
（不支給）
第10条　次の事項が認められた際は、それが認められた日の翌月以降の助成金を支給しない。
(1) 体験者が、正当な理由がなく財団理事長及び受入者等の指示に従わなかったとき又は助成金受給
対象者としてふさわしくない言動が認められたとき。
(2) 受入者が、適切な指導を実施しなかったと認められたとき。
（体験を一時中断する場合の取扱い）
第11条　体験者は、止むを得ず体験期間の途中で体験を一時中断しようとする場合、一時中断申請書（様式第７号）を財団理事長あてに提出しなければならない。
２　財団理事長は、提出された一時中断申請書の内容を確認し、その理由が妥当と認められる場合は、一時中断承認書（様式第８号）により体験者及び受入者に通知するものとする。
３　体験者は、体験を再開する際には体験再開報告書（様式第９号）を財団理事長あてに提出しなければならない。
（終了報告）
第12条　体験者は、体験終了時に終了報告書（様式第１０号、親子連れ産業体験助成金が該当する場合は様式第１１号）を財団理事長あてに提出しなければならない。
２　産業体験受入先助成金の支給を受ける受入者は、体験終了時に指導終了報告書（様式第１０号の２）を財団理事長あてに提出しなければならない。
（体験を中止する場合の取扱い）
第13条　体験者が、不測の事態により止むを得ず期間途中で体験を中止する場合には中止申請書（様式第１２号）を提出するとともに、体験実績に基づき給付申請及び終了報告を行うこととし、財団理事長はその内容を確認のうえ、助成金の給付を行う。
２　体験中止により体験期間が３か月に満たない場合には、産業体験者助成金は１か月あたり30,000円、産業体験受入先助成金は１か月あたり30,000円として給付することとする。ただし、体験期間が１か月に満たない場合は、原則助成金を支給しない。
（台帳作成）
第14条　財団ＵＩターン推進課長及び石見事務所長は、助成金を給付した場合には、その都度、助成金給付台帳を作成し、これに助成金給付の状況等を記帳しなければならない。
２　この台帳は10年間保存しなければならない。
（受入者の留意事項）
第15条　第３条第３号の規定に基づき産業体験受入先助成金の支給を受ける受入者は、体験者の受け入れに際して、原則として次に掲げる指導を行うこととする。
　(1) 農業等技術の実務体験指導
　(2) 経営に関する指導
　(3) 農家等の生活体験指導
　(4) その他必要な事項
（体験状況の確認）
第16条　財団ＵＩターン推進課長及び石見事務所長は、体験者の相談等に対応するため、体験状況の確認を行うものとする。なお、確認にあたっては関係機関との連携のもと効率的かつ効果的に行うものとする。
２　前項の確認は、体験終了後３年間は定期的に行うものとする。
３　体験者は、体験終了後も財団が行う確認に協力することとする。
（定着状況の報告）
第17条　体験者は、体験を終了した日から３年を経過した日の属する年度の３月末日までに定着状況報告書（様式第１３号）を理事長に提出しなければならない。
（理事会等への報告）
第18条　財団理事長は、助成金の給付状況を理事会及び評議員会に報告するものとする。
（委　任）
第19条　この要綱に定めるもののほか、ＵＩターンしまね産業体験事業の運用、解釈等については、必要の都度、財団理事長が別に定めるものとする。
　附　則
１　　この要綱は、平成８年４月１日から適用する。
２　　この要綱は、平成１０年４月１日から適用する。
３　　この要綱は、平成１１年４月１日から適用する。
４　　この要綱は、平成１６年４月１日から適用する。
５　　この要綱は、平成１７年４月１日から適用する。
６　　この要綱は、平成２１年４月１日から適用する。
７　　この要綱は、平成２３年４月１日から適用する。
８　　この要綱は、平成２５年４月１日から適用する。
９　　この要綱は、平成２６年４月１日から適用する。
１０　この要綱は、平成２７年４月１日から適用する。
１１　この要綱は、平成３０年４月１日から適用する。
１２　この要綱は、令和２年４月１日から適用する。

